
公⺠連携による外国⼈介護⼈材の活躍に向けた取組に関する連携協定実施要綱

（⽬的）
第１条 即戦⼒として期待の⾼い特定技能１号（介護）外国⼈の確保及び育成につい
て、独⾃ルートで先駆的に取り組む県内の社会福祉法⼈等（以下「法⼈等」という。）
と連携協定を締結し、県内介護施設・事業所における質の⾼い外国⼈介護⼈材の確
保を図る。

（対象）
第２条 県内に本社、⽀社または事業所があり、特定技能１号（介護）外国⼈の確保・
育成に意欲を有し、次の各号のいずれにも該当する法⼈等を対象とする。

（１）送出し国の政府・公的機関等（⼤学や⾼校）と提携し、⼈材の確保※１・育成
※２・就労⽀援まで⼀貫で実施していること。

（２）⾃法⼈等以外の県内介護施設への⼈材供給の実績があること。※３
（３）就労希望の外国⼈の個⼈負担がないこと※４及び県内介護施設等の費⽤負担軽

減に配慮していること。
（４）⼊国後の定着⽀援（⽇常⽀援と学習⽀援）を⾏っていること。
※１ 介護・医療・看護系学⽣等で連携している⼤学、学校等のコースを修了した⼈材を⼀定数確
保していること。

※２ 特定技能１号（介護）試験合格に向けた教育に加えて、法⼈等が直接的に就労までに初任者
研修（⼜はこれに準じる研修）やN3等合格を⽬標とした上乗せ教育を実施していること。

※３ 県内の⾃法⼈と他法⼈、両⽅への⼈材供給の実績があること。
※４ ⼊国前の教育費、渡航費の個⼈負担（家賃、⽣活費等は除く）

（申込み）
第３条 協定を締結しようとする法⼈等は、兵庫県外国⼈介護⼈材の活躍に向けた取
組に関する連携協定申込書（様式１）を県に提出する。

（協定の締結）
第４条 県は、申込書の提出があった場合は内容を審査し、適当であると認めたとき
は、「兵庫県外国⼈介護⼈材の活躍に向けた取組に関する連携協定」を締結する。
２ 協定の有効期間は、協定締結⽇から当該年度の末⽇までとし、期間満了の１ヶ⽉
前までに申し出が無い場合は、さらに１年間有効期間を延⻑するものとし、以後同
様とする。

（連携事項等）
第５条 県と協定を締結した法⼈等（以下「連携先法⼈等」という。）は、次の事項
について協⼒する。

（１）特定技能外国⼈の確保及び育成



（２）育成した特定技能外国⼈の県内介護施設等への情報提供及び就職⽀援
（県の⽀援）
第６条 県の実施するセミナーやホームページ等で取組み内容について周知する。
２ 連携先法⼈等は、商品パッケージ、広告等に「公⺠連携による外国⼈介護⼈材の
活躍に向けた取組に関する連携協定締結法⼈」等である旨の表⽰をすることができ
る。

（協定の解除）
第７条 県及び連携先法⼈等は、当事者間の協議により、協定を解除することができる。
２ 県及び連携先法⼈等は、相⼿⽅が法令及び本要綱、本要綱に基づき締結した協定の
いずれかに違反した場合は協定を解除することができる。

附 則
この要綱は、令和６年６⽉２０⽇から施⾏する。
この要綱は、令和７年７⽉１１⽇から施⾏する。


